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告 示

北海道告示第533号
　次のとおり一般競争入札（以下「入札」という。）を実施する。
　なお、この入札に係る調達は、地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定
める政令（平成７年政令第372号）の適用を受ける。
　　平成29年９月12日

北海道知事　高　橋　はるみ
１　入札に付する事項
　⑴　調達をする物品等の名称及び数量　　特種自動車（ストレッチャー仕様）　　２台
　⑵　調達をする物品等の仕様等　　入札説明書及び仕様書による。
　⑶　納 入 期 限　　平成30年２月16日（金）
　⑷　納 入 場 所　　北海道原子力環境センター　岩内郡共和町宮丘261番地１
２　入札に参加する者に必要な資格

　　次のいずれにも該当すること。
　⑴ 　平成27年北海道告示第726号又は平成29年北海道告示第18号に規定する物品の購入

（自動車）の資格を有すること。
　⑵　道が行う指名競争入札に関する指名を停止されていないこと。
　⑶ 　暴力団関係事業者等であることにより、道が行う競争入札への参加を除外されていな

いこと。
　⑷　当該調達物品に関し、仕様を満たす製品の供給が可能であること。
３　条件付一般競争入札参加資格の審査
　⑴ 　この入札は、地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の５の２の規定によ

る条件付一般競争入札であるので、入札に参加しようとする者は、アからウまでに定め
るところにより、２の⑷に掲げる資格を有するかどうかの審査を申請しなければならな
い。

　　ア　申 請 の 時 期　 　平成29年９月13日（水）から同年10月12日（木）まで（日曜
日、土曜日及び国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第178
号）に規定する休日を除く。）の毎日午前９時から午後５時ま
で

　　イ　申 請 の 方 法　 　申請書類の提出先の指示により作成した申請書類を提出しな
ければならない。

　　ウ　申請書類の提出先　　郵便番号 060－8588　札幌市中央区北３条西６丁目
　　　　　　　　　　　　　　北海道総務部危機対策局原子力安全対策課
　⑵　審査を行ったときは、審査結果を申請者に通知する。
４　契約条項を示す場所
　　北海道総務部危機対策局原子力安全対策課
５　入札執行の場所及び日時
　⑴　入 札 場 所　 　札幌市中央区北３条西６丁目　北海道庁本庁舎３階テレビ会

議室（送付による場合は、郵便番号 060－8588　札幌市中央区
北３条西６丁目　北海道総務部危機対策局原子力安全対策課）

　⑵　入 札 日 時　 　平成29年10月23日（月）午後２時（送付による場合は、同月
20日（金）までに必着）

　⑶　開 札 場 所　　⑴に同じ。
　⑷　開 札 日 時　　⑵に同じ。
６　入 札 保 証 金
　　平成16年北海道告示第448号の１の⑴による。
７　入札説明書の交付に関する事項
　⑴　交 付 場 所　　４に同じ。
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　⑵　交 付 方 法　　⑴の場所で交付する。
　　　　　　　　　　　　　 　なお、郵送による交付を希望する場合は、Ａ４判用紙が入る

返信用封筒（宛先を明記したもの）及び重量100グラムに見合
う郵便料金に相当する郵便切手又は国際返信切手券を添えて、
契約に関する事務を担当する組織に申し込むこと。

　　　　　　　　　　　　　 　また、北海道総務部危機対策局原子力安全対策課のホーム
ページ（http://www.pref.hokkaido.lg.jp/sm/gat/index.htm）
においてダウンロードすることができる。

８　落札者の決定方法及び契約書作成の要否
　　平成16年北海道告示第448号の２の⑵のア及び３の⑴による。
９　落札者と契約の締結を行わない場合
　 　落札者が暴力団関係事業者等であることにより道が行う公共事業等から除外する措置を
講じることとされた場合は、当該落札者とは契約の締結を行わない。
10　入札金額に係る消費税及び地方消費税（以下「消費税等」という。）の取扱い
　 　落札決定に当たっては、入札書に記載された消費税等非課税対象金額、消費税等課税対
象金額及び消費税等課税対象金額の100分の８に相当する金額（当該金額に１円未満の端
数があるときは、その端数金額を切り捨てた金額）の合計金額をもって落札価格とするの
で、入札に参加する者は、消費税等に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わ
ず、消費税等非課税対象金額、消費税等課税対象金額及び消費税等課税対象金額の100分
の８に相当する金額の合計金額を入札書に記載し、また、入札金額の内訳を記載すること。
　 　なお、落札者となった者は、落札決定後速やかに消費税等の課税事業者であるか免税事
業者であるかを申し出ること。ただし、落札者が共同企業体の場合であって、その構成員
の一部に免税事業者がいるときは、共同企業体消費税等免税事業者申出書を提出すること。
11　そ の 他
　 　平成16年北海道告示第448条の４の⑵、⑺、⑽、⑾及び⒀から⒂までによるほか、次に
よる。
　　契約に関する事務を担当する組織
　⑴　名 称　　北海道総務部危機対策局原子力安全対策課
　⑵　所 在 地　　郵便番号 060－8588　札幌市中央区北３条西６丁目
　⑶　電 話 番 号　　011－204－5011
12　Summary
　Ａ　Nature and quantity of the products to be procured : Stretcher Vehicle Quantity 2
　Ｂ　Bit tendering date and time : 2 : 00 P.M., October 23, 2017
　　　(If mailed, bids must arrive no later than October 20, 2017)
　Ｃ　 Contact : Nuclear Safety Division, Department of General Affairs, Hokkaido 

Government, Kita 3-jo Nishi 6-chome, Chuo-ku, Sapporo 060-8588 Japan
　　　Phone : 011-204-5011

北海道告示第534号
　土地改良法（昭和24年法律第195号）第87条第１項の規定により、道営土地改良（西南北
部地区（農業用用排水施設、区画整理））事業の土地改良事業計画を定めた。
　その関係書類は、北海道空知総合振興局に備え置いて、平成29年９月13日から20日間、一
般の縦覧に供する。
　　平成29年９月12日

北海道知事　高　橋　はるみ

北海道告示第535号
　土地改良法（昭和24年法律第195号）第87条の３第１項の規定により、道営土地改良（上
当別地区（農業用用排水施設、客土、暗渠

きよ

排水、区画整理））事業の土地改良事業変更計画
を定めた。
　その関係書類は、北海道石狩振興局に備え置いて、平成29年９月13日から20日間、一般の
縦覧に供する。
　　平成29年９月12日

北海道知事　高　橋　はるみ

北海道告示第536号
　森林法（昭和26年法律第249号）第26条の２第２項の規定により、次のように保安林の指
定を解除する予定である。
　　平成29年９月12日

北海道知事　高　橋　はるみ
１　解除予定保安林の所在場所　 　常呂郡訓子府町字柏丘232の１・238（以上２筆につい

て次の図に示す部分に限る。）
２　保安林として指定された目的　　風害の防備
３　解 除 の 理 由　　農道用地とするため
　（「次の図」は、省略し、その図面を北海道オホーツク総合振興局産業振興部林務課及び
訓子府町役場に備え置いて縦覧に供する。）

北海道告示第537号
　森林法（昭和26年法律第249号）第33条の２の規定により、次のように保安林の指定施業
要件を変更する予定である。
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　　平成29年９月12日
北海道知事　高　橋　はるみ

１⑴　指定施業要件変更予定保安林　　松前郡福島町（次の図に示す部分に限る。）
　　　の所在場所
　⑵　保安林として指定された目的　　土砂の流出の防備
　⑶　変 更 後 の 指 定 施 業 要 件
　　ア　立 木 の 伐 採 の 方 法
　　　ア　次の森林については、主伐は、択伐による。
　　　　　福島町（次の図に示す部分に限る。）
　　　イ　その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。
　　　ウ 　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市

町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。
　　　エ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。
　　イ　立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種　　次のとおりとする。
２⑴　指定施業要件変更予定保安林　　日高郡新ひだか町（次の図に示す部分に限る。）
　　　の所在場所
　⑵　保安林として指定された目的　　土砂の崩壊の防備
　⑶　変 更 後 の 指 定 施 業 要 件
　　ア　立 木 の 伐 採 の 方 法
　　　ア　主伐は、択伐による。
　　　イ 　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市

町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。
　　　ウ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。
　　イ　立 木 の 伐 採 の 限 度　　次のとおりとする。
３⑴　指定施業要件変更予定保安林　　二海郡八雲町（次の図に示す部分に限る。）
　　　の所在場所
　⑵　保安林として指定された目的　　風害の防備
　⑶　変 更 後 の 指 定 施 業 要 件
　　ア　立 木 の 伐 採 の 方 法
　　　ア　主伐は、択伐による。
　　　イ 　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市

町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。
　　　ウ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。
　　イ　立 木 の 伐 採 の 限 度　　次のとおりとする。
４⑴　指定施業要件変更予定保安林　　二海郡八雲町（次の図に示す部分に限る。）

　　　の所在場所
　⑵　保安林として指定された目的　　公衆の保健
　⑶　変 更 後 の 指 定 施 業 要 件
　　ア　立 木 の 伐 採 の 方 法
　　　ア　主伐は、択伐による。
　　　イ 　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市

町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。
　　　ウ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。
　　イ　立 木 の 伐 採 の 限 度　　次のとおりとする。
　（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係書類を関係総合振興局及
び振興局の産業振興部林務課並びに関係町役場に備え置いて縦覧に供する。）

北海道告示第538号
　道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定により、次の道路の供用を開始する。
　その関係図面は、北海道建設部建設政策局維持管理防災課及び次の縦覧場所に備え置いて、
告示の日から２週間、一般の縦覧に供する。
　　平成29年９月12日

北海道知事　高　橋　はるみ
路 線 名 及 び 縦 覧 場 所 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の期日
道道　上幌内早来停車場線 勇払郡厚真町字幌内505番１地先から 平成29. 9.12
北海道胆振総合振興局 同郡厚真町字幌内616番１地先まで
室 蘭 建 設 管 理 部
道道　山 花 鶴 丘 線 釧路市山花12線20番１地先から 平成29. 9.12
北海道釧路総合振興局 同市山花12線20番１地先まで
釧 路 建 設 管 理 部

北海道告示第539号
　土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成12年法律第57
号）第７条第１項の規定により、次の区域を土砂災害警戒区域として指定する。
　　平成29年９月12日

北海道知事　高　橋　はるみ
１⑴　土砂災害警戒区域の箇所番号
　　　澄川沢２号沢（Ⅰ－31－0064）
　⑵　土砂災害警戒区域の表示
　　　苫小牧市字錦岡（次の図のとおり）
　⑶　土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
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　　　土石流
２⑴　土砂災害警戒区域の箇所番号
　　　澄川沢１号沢（Ⅰ－31－0066）
　⑵　土砂災害警戒区域の表示
　　　苫小牧市字錦岡（次の図のとおり）
　⑶　土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
　　　土石流
３⑴　土砂災害警戒区域の箇所番号
　　　佐羽内沼沢川（Ⅱ－31－0150）
　⑵　土砂災害警戒区域の表示
　　　苫小牧市字高丘（次の図のとおり）
　⑶　土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
　　　土石流
４⑴　土砂災害警戒区域の箇所番号
　　　見山北２の沢（Ⅲ－31－15）
　⑵　土砂災害警戒区域の表示
　　　苫小牧市字高丘、山手町二丁目、見山町一丁目（次の図のとおり）
　⑶　土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
　　　土石流
５⑴　土砂災害警戒区域の箇所番号
　　　ニシタップ２号支流（Ⅰ－31－0020）
　⑵　土砂災害警戒区域の表示
　　　苫小牧市字錦岡（次の図のとおり）
　⑶　土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
　　　土石流
６⑴　土砂災害警戒区域の箇所番号
　　　糸井沢４号（Ⅱ－31－0068）
　⑵　土砂災害警戒区域の表示
　　　苫小牧市字糸井（次の図のとおり）
　⑶　土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
　　　土石流
７⑴　土砂災害警戒区域の箇所番号
　　　澄川北２の沢（Ⅲ－31－12）
　⑵　土砂災害警戒区域の表示
　　　苫小牧市字錦岡、はまなす町２丁目（次の図のとおり）

　⑶　土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
　　　土石流
８⑴　土砂災害警戒区域の箇所番号
　　　澄川北３の沢（Ⅲ－31－13）
　⑵　土砂災害警戒区域の表示
　　　苫小牧市字錦岡（次の図のとおり）
　⑶　土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
　　　土石流
９⑴　土砂災害警戒区域の箇所番号
　　　沼尻沢２号（Ⅲ－31－177）
　⑵　土砂災害警戒区域の表示
　　　苫小牧市字錦岡（次の図のとおり）
　⑶　土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
　　　土石流
10⑴　土砂災害警戒区域の箇所番号
　　　沼尻沢１号（Ⅲ－31－178）
　⑵　土砂災害警戒区域の表示
　　　苫小牧市字錦岡（次の図のとおり）
　⑶　土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
　　　土石流
　（「次の図」は省略し、その図面を胆振総合振興局室蘭建設管理部に備え置いて縦覧に供
する。）

北海道告示第540号
　土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成12年法律第57
号）第７条第１項及び第９条第１項の規定により、次の区域を土砂災害警戒区域及び土砂災
害特別警戒区域として指定する。
　　平成29年９月12日

北海道知事　高　橋　はるみ
１⑴　土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の箇所番号
　　　見山北３の沢（Ⅲ－31－16）
　⑵　土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の表示
　　　苫小牧市字高丘（次の図のとおり）
　⑶　土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
　　　土石流
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　⑷　当該自然現象により建築物に作用すると想定される衝撃に関する事項
　　　次の図のとおり
２⑴　土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の箇所番号
　　　苫小牧川右の沢（Ⅲ－31－17）
　⑵　土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の表示
　　　苫小牧市字高丘（次の図のとおり）
　⑶　土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
　　　土石流
　⑷　当該自然現象により建築物に作用すると想定される衝撃に関する事項
　　　次の図のとおり
３⑴　土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の箇所番号
　　　澄川北１の沢（Ⅲ－31－11）
　⑵　土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の表示
　　　苫小牧市字錦岡（次の図のとおり）
　⑶　土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
　　　土石流
　⑷　当該自然現象により建築物に作用すると想定される衝撃に関する事項
　　　次の図のとおり
　（「次の図」は省略し、その図面を胆振総合振興局室蘭建設管理部に備え置いて縦覧に供
する。）

北海道告示第541号
　都市計画法（昭和43年法律第100号）第21条第１項の規定により、都市計画を次のとおり
変更した。
　その都市計画の図書は、北海道建設部まちづくり局都市計画課に備え置いて、一般の縦覧
に供する。
　　平成29年９月12日

北海道知事　高　橋　はるみ
１　都市計画の種類　　道路
２　都市計画を定めた土地の区域
　種　　別　 名　　　　　　　　　　 称　 起　　点　 終　　点　 主な経過地
　幹線街路　 ３・２・509号　美沢新千歳　 苫小牧市　 苫小牧市　 苫小牧市
　　　　　　　　　　　　　　空港通　　　 字美沢　　 字美沢　　 字美沢
　（縦覧に供する都市計画の図書のとおり）

道 立 病 院 局 告 示

北海道道立病院局告示第４号
　次のとおり一般競争入札により落札者を決定した。
　　平成29年９月12日

北海道病院事業管理者　鈴　木　信　寛
１　落札に係る物品等の名称及び数量
　　内服薬（エビリファイ錠６ＭＧ）ほか137品目
２　落札を決定した日
　　平成29年8月10日
３　落札者の氏名及び住所
　⑴　４の⑴から36まで
　　ア　氏　名　　株式会社スズケン
　　イ　住　所　　愛知県名古屋市東区東片端町８番地
　⑵　４の37から86まで
　　ア　氏　名　　株式会社ほくやく
　　イ　住　所　　札幌市中央区北６条西16丁目１番地５
　⑶　４の87から()128まで
　　ア　氏　名　　株式会社モロオ
　　イ　住　所　　札幌市中央区北３条西15丁目１番50
　⑷　４の()129から()133まで
　　ア　氏　名　　東邦薬品株式会社
　　イ　住　所　　東京都世田谷区代沢５丁目２番１号
　⑸　４の()134から()136
　　ア　氏　名　　株式会社メディセオ
　　イ　住　所　　東京都中央区八重洲２丁目７番15号
　⑹　４の()137から()138
　　ア　氏　名　　株式会社恒和薬品
　　イ　住　所　　福島県郡山市喜久田町卸一丁目46番地１
４　落札金額
　⑴　ラコールＮＦ配合経腸用液 3,254円
　⑵　ラコールＮＦ配合経腸用半固形剤 5,243円
　⑶　デパケンＲ錠200ＭＧ 14,785円
　⑷　ピレスパ錠200ＭＧ 62,188円
　⑸　ザイボックス錠600ＭＧ 97,695円



平成29年９月12日（火曜日） 北　　海　　道　　公　　報 第２９１７号 31

　⑹　ロナセン錠４ＭＧ 127,965円
　⑺　ティーエスワン配合カプセルＴ20 27,673円
　⑻　ラミクタール錠25ＭＧ 10,435円
　⑼　ジプレキサ錠10ＭＧ 401,000円
　⑽　ジプレキサザイディス錠10ＭＧ 28,070円
　⑾　エネーボ配合経腸用液 4,118円
　⑿　ソバルディ錠400ＭＧ 1,075,000円
　⒀　アミティーザカプセル24μＧ 14,002円
　⒁　ビーフリード輸液 7,435円
　⒂　エルカルチンＦＦ静注1000ＭＧ 8,508円
　⒃　マキサカルシトール静注透析用５μＧ「ファイザー」 5,980円
　⒄　ジェノトロピンゴークイック注用5.3ＭＧ 32,560円
　⒅　ジェノトロピンゴークイック注用12ＭＧ 79,876円
　⒆　ザイボックス注射液600ＭＧ 66,000円
　⒇　リプレガル点滴静注用3.5ＭＧ 325,500円
　21　アロキシ静注0.75ＭＧ 65,000円
　22　アブラキサン点滴静注100ＭＧ 43,647円
　23　オキサロール注５μＧ 11,602円
　24　エスラックス静注50ＭＧ／5.0ＭＬ 9,387円
　25　ブリディオン静注200ＭＧ 90,000円
　26　（毒）ボトックス注用100単位 74,800円
　27　ゲムシタビン点滴静注用１Ｇ「ヤクルト」 8,613円
　28　ヒューマトロープ注射用12ＭＧ 72,000円
　29　グルカゴン注射用１単位「Ｆ」 1,542円
　30　イオプロミド300注シリンジ100ＭＬ「ＦＲＩ」 26,800円
　31　イオプロミド370注シリンジ100ＭＬ「ＦＲＩ」 30,840円
　32　ヘパリンナトリウム注Ｎ５千単位／５ＭＬ「ＡＹ」 1,355円
　33　アナペイン注7.5ＭＧ／ＭＬ 9,891円
　34　ゾラデックスＬＡ10.8ＭＧデポ 54,663円
　35　ゼプリオン水懸筋注75ＭＧシリンジ 35,441円
　36　リスパダールコンスタ筋注用25ＭＧ 21,114円
　37　サムスカ錠15ＭＧ 34,428円
　38　サムスカ錠7.5ＭＧ 115,118円
　39　サムスカ錠7.5ＭＧ 22,631円
　40　メマリーＯＤ錠20ＭＧ 38,218円

　41　ロナセン散２％ 61,717円
　42　ラミクタール錠100ＭＧ 10,568円
　43　オフェブカプセル150ＭＧ 163,658円
　44　サインバルタカプセル20ＭＧ 15,051円
　45　エンシュア・Ｈ 5,100円
　46　タグリッソ錠40ＭＧ 316,240円
　47　トラクリア錠62.5ＭＧ 240,551円
　48　リーマス錠200 17,788円
　49　ハーボニー配合錠 1,362,419円
　50　プロイメンド点滴静注用150ＭＧ 65,257円
　51　オプジーボ点滴静注20ＭＧ 67,932円
　52　オプジーボ点滴静注100ＭＧ 330,205円
　53　オノアクト点滴静注用150ＭＧ 79,250円
　54　アルツディスポ関節注25ＭＧ 11,851円
　55　アルツディスポ関節注25ＭＧ 11,851円
　56　ネスプ注射液120μＧプラシリンジ 17,033円
　57　フルマリン静注用0.5Ｇ 7,884円
　58　タゾピペ配合点滴静注用バッグ4.5「ファイザー」 14,850円
　59　ハロマンス注50ＭＧ 14,293円
　60　ハロマンス注100ＭＧ 22,776円
　61　アドセトリス点滴静注用50ＭＧ 421,940円
　62　リュープリンＰＲＯ注射用キット22.5ＭＧ 89,254円
　63　リュープリンＳＲ注射用キット11.25ＭＧ 57,869円
　64　レミケード点滴静注用100 73,348円
　65　アバスチン点滴静注用100ＭＧ／４ＭＬ 37,869円
　66　リコモジュリン点滴静注用12800 34,544円
　67　生理食塩液「ヒカリ」500ＭＬ×20瓶（広口開栓型） 2,626円
　68　キンダリー透析剤３Ｅ 4,095円
　69　サブラッド血液ろ過用補充液ＢＳＧ 5,093円
　70　プレセデックス静注液200μＧ「マルイシ」 22,739円
　71　ファンガード点滴用50ＭＧ 59,025円
　72　セファメジンα注射用１Ｇ 2,975円
　73　アドベイト注射用1500 98,468円
　74　ヘパリンＮＡ透析用250単位／ＭＬシリンジ20ＭＬ「ニプロ」 8,493円
　75　カーミパック生理食塩液Ｌ 1,384円
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　76　Ｄドライ透析剤2.5Ｓ 4,591円
　77　ゼプリオン水懸筋注100ＭＧシリンジ 43,389円
　78　ゼプリオン水懸筋注150ＭＧシリンジ 57,168円
　79　リスパダールコンスタ筋注用50ＭＧ 32,389円
　80　ゾシン静注用4.5 18,489円
　81　献血ヴェノグロブリンＩＨ５％静注５Ｇ／100ＭＬ 36,018円
　82　ノイアート静注用500単位 22,689円
　83　ノイアート静注用1500単位 61,698円
　84　ハプトグロビン静注2000単位「ＪＢ」 38,548円
　85　セボフレン吸入麻酔液 10,869円
　86　タコシール組織接着用シート 28,777円
　87　エビリファイ錠６ＭＧ 13,664円
　88　エビリファイ散１％ 14,667円
　89　エビリファイ錠12ＭＧ 129,841円
　90　イーケプラ錠500ＭＧ 18,000円
　91　エビリファイＯＤ錠12ＭＧ 25,968円
　92　エビリファイＯＤ錠24ＭＧ 49,355円
　93　テネリア錠20ＭＧ 14,500円
　94　ネキシウムカプセル20ＭＧ 12,350円
　95　アレセンサカプセル150ＭＧ 168,074円
　96　ヒュミラ皮下注40ＭＧシリンジ0.8ＭＬ 58,000円
　97　ビーフリード輸液 5,077円
　98　生食注シリンジ「オーツカ」10ＭＬ 903円
　99　ラクテック注 3,585円
　()100　エビリファイ持続性水懸筋注用400ＭＧシリンジ 41,638円
　()101　グランシリンジ75 7,275円
　()102　ネスプ注射液10μＧプラシリンジ 21,049円
　()103　ネスプ注射液15μＧプラシリンジ 29,886円
　()104　ネスプ注射液20μＧプラシリンジ 37,976円
　()105　ネスプ注射液30μＧプラシリンジ 54,525円
　()106　ネスプ注射液40μＧプラシリンジ 67,613円
　()107　ネスプ注射液60μＧプラシリンジ 9,685円
　()108　ランマーク皮下注120ＭＧ 41,714円
　()109　クラビット点滴静注バッグ500ＭＧ／100ＭＬ 46,500円
　()110　スロンノンＨＩ注10ＭＧ／２ＭＬ 27,048円

　()111　ハンプ注射用1000 17,700円
　()112　フィニバックス点滴静注用0.5Ｇ 14,200円
　()113　エンブレル皮下注25ＭＧシリンジ0.5ＭＬ 55,500円
　()114　シグマート注48ＭＧ 33,650円
　()115　アバスチン点滴静注用400ＭＧ／16ＭＬ 142,978円
　()116　アクテムラ点滴静注用200ＭＧ 41,658円
　()117　ミルセラ注シリンジ25μＧ 5,703円
　()118　ミルセラ注シリンジ50μＧ 10,171円
　()119　ミルセラ注シリンジ100μＧ 18,096円
　()120　ミルセラ注シリンジ150μＧ 25,285円
　()121　生理食塩液「ヒカリ」50ＭＬ×10瓶（プラスチック） 980円
　()122　スルバシリン静注用1.5Ｇ 2,760円
　()123　アリムタ注射用500ＭＧ 164,000円
　()124　アリムタ注射用100ＭＧ 39,159円
　()125　ヘパリンＮＡ透析用500単位／ＭＬシリンジ10ＭＬ「ＮＰ」 8,570円
　()126　アービタックス注射液100ＭＧ 33,400円
　()127　ノルディトロピンフレックスプロ注10 80,680円
　()128　タコシール組織接着用シート 53,300円
　()129　生食溶解液キットＨ 1,385円
　()130　ペルジピン注射液10ＭＧ 5,640円
　()131　ボナロン点滴静注バッグ900μＧ 4,068円
　()132　シナジス筋注液50ＭＧ 71,350円
　()133　シナジス筋注液100ＭＧ 141,245円
　()134　フルデカシン筋注25ＭＧ 6,737円
　()135　１％プロポフォール注「マルイシ」 880円
　()136　カーボスター透析剤・Ｌ 2,058円
　()137　ニフレック配合内用剤 9,440円
　()138　ミダフレッサ静注0.1％ 29,760円
５　契約の相手方を決定した手続
　　一般競争入札
６　一般競争入札の公告
　　平成29年６月30日付け北海道道立病院局告示第２号
７　契約に関する事務を担当する組織の名称及び所在地
　⑴　名　称　　北海道道立病院局経営改革課
　⑵　所在地　　札幌市中央区北３条西７丁目
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道 警 察 本 部 告 示

北海道警察本部告示第413号
　次のとおり一般競争入札（以下「入札」という。）を実施する。
　なお、この入札に係る調達は、地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定
める政令（平成７年政令第372号）の適用を受ける。
　　平成29年９月12日

北海道警察本部長　北　村　博　文
１　入札に付する事項
　⑴ 　調達をする物品等の名称（１月当たりの単価）及び数量　　放置駐車違反管理システ

ム用サーバ装置等の賃貸借　一式
　⑵　調達をする物品等の仕様等　　入札説明書による。
　⑶　契 約 期 間　　平成30年３月１日から平成36年２月29日まで
　　　　　　　　　　　　　 　なお、この契約は、地方自治法（昭和22年法律第67号）第

234条の３に規定する長期継続契約であるので、この契約に要
する経費の歳入歳出予算の減額又は削除があった場合には、こ
の契約を解除することができる旨の特約を付している。

　⑷　納 入 場 所　　入札説明書による。
２　入札に参加する者に必要な資格
　　次のいずれにも該当すること。
　⑴ 　平成27年北海道告示第726号又は平成29年北海道告示第18号に規定する物品の賃貸借

（電子計算機）の資格を有すること。
　⑵　道が行う指名競争入札に関する指名を停止されていないこと。
　⑶ 　暴力団関係事業者等であることにより、道が行う競争入札への参加を除外されていな

いこと。
　⑷　当該調達物品に関し、迅速な保守体制が整備されていること。
　⑸　当該調達物品に関し、仕様を満たす製品の供給が可能であること。
３　条件付一般競争入札参加資格の審査
　⑴ 　この入札は、地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の５の２の規定によ

る条件付一般競争入札であるので、入札に参加しようとする者は、アからウまでに定め
るところにより、２の⑷及び⑸に掲げる資格を有するかどうかの審査を申請しなければ
ならない。

　　ア　申 請 の 時 期　 　平成29年９月12日（火）から同年10月10日（火）まで（日曜
日、土曜日及び国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第178
号）に規定する休日を除く。）の毎日午前９時から午後５時ま

で
　　イ　申 請 の 方 法　 　申請書類の提出先の指示により作成した申請書類を提出しな

ければならない。
　　ウ　申請書類の提出先　　郵便番号 060－8520　札幌市中央区北２条西７丁目
　　　　　　　　　　　　　　北海道警察本部総務部会計課
　⑵　審査を行ったときは、審査結果を申請者に通知する。
４　契約条項を示す場所
　　北海道警察本部総務部会計課
５　入札執行の場所及び日時
　⑴　入 札 場 所　 　札幌市中央区北２条西７丁目　北海道警察本部１階入札会場

（送付による場合は、郵便番号 060－8520　札幌市中央区北２
条西７丁目　北海道警察本部総務部会計課）

　⑵　入 札 日 時　 　平成29年10月31日（火）午後１時30分（送付による場合は、
同月30日（月）午後５時までに必着）

　⑶　開 札 場 所　　⑴に同じ。
　⑷　開 札 日 時　　⑵に同じ。
６　入 札 保 証 金
　　平成16年北海道告示第448号の１の⑴による。
７　入札説明書の交付に関する事項
　⑴　交 付 場 所　　４に同じ。
　⑵　交 付 方 法　　⑴の場所で交付する。
　　　　　　　　　　　　　 　なお、北海道警察のホームページ（http://www.police.pref.

hokkaido.lg.jp/）においてダウンロードすることができる。
８　落札者の決定方法及び契約書作成の要否
　　平成16年北海道告示第448号の２の⑵のウ及び３の⑴による。
９　落札者と契約の締結を行わない場合
　 　落札者が暴力団関係事業者等であることにより道が行う公共事業等から除外する措置を
講じることとされた場合は、当該落札者とは契約の締結を行わない。

10　そ の 他
　 　平成16年北海道告示第448号の４の⑵、⑸、⑺、⑽、⑾及び⒀から⒂までによるほか、
次による。

　　契約に関する事務を担当する組織
　⑴　名 称　　北海道警察本部総務部会計課
　⑵　所 在 地　　郵便番号 060－8520　札幌市中央区北２条西７丁目
　⑶　電 話 番 号　　011－251－0110　内線 2238
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11　Summary
　Ａ　 Nature and quantity of the products to be procured : Equipment for illegal parking 

control system 1 set
　Ｂ　Bid tendering date and time : 1 : 30 P.M., October 31, 2017
　　　(If mailed, bids must arrive no later than 5 : 00 P.M., October 30, 2017)
　Ｃ　 Contact : Finance Division, General Affairs Department, Hokkaido Prefectural Police 

Headquarters, Kita 2-jo Nishi 7-chome, Chuo-ku, Sapporo 060-8520 Japan
　　　Phone : 011-251-0110 Extension 2238

北海道警察本部告示第414号
　次のとおり一般競争入札（以下「入札」という。）を実施する。
　なお、この入札に係る調達は、地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定
める政令（平成７年政令第372号）の適用を受ける。
　　平成29年９月12日

北海道警察本部長　北　村　博　文
１　入札に付する事項
　⑴ 　調達をする物品等の名称（１月当たりの単価）及び数量　　放置車両確認処理用携帯

端末装置等の賃貸借　一式
　⑵　調達をする物品等の仕様等　　入札説明書による。
　⑶　契 約 期 間　　平成30年３月１日から平成36年２月29日まで
　　　　　　　　　　　　　 　なお、この契約は、地方自治法（昭和22年法律第67号）第

234条の３に規定する長期継続契約であるので、この契約に要
する経費の歳入歳出予算の減額又は削除があった場合には、こ
の契約を解除することができる旨の特約を付している。

　⑷　納 入 場 所　　入札説明書による。
２　入札に参加する者に必要な資格
　　次のいずれにも該当すること。
　⑴ 　平成27年北海道告示第726号又は平成29年北海道告示第18号に規定する物品の賃貸借

（電子計算機）の資格を有すること。
　⑵　道が行う指名競争入札に関する指名を停止されていないこと。
　⑶ 　暴力団関係事業者等であることにより、道が行う競争入札への参加を除外されていな

いこと。
　⑷　当該調達物品に関し、迅速な保守体制が整備されていること。
　⑸　当該調達物品に関し、仕様を満たす製品の供給が可能であること。
３　条件付一般競争入札参加資格の審査

　⑴ 　この入札は、地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の５の２の規定によ
る条件付一般競争入札であるので、入札に参加しようとする者は、アからウまでに定め
るところにより、２の⑷及び⑸に掲げる資格を有するかどうかの審査を申請しなければ
ならない。

　　ア　申 請 の 時 期　 　平成29年９月12日（火）から同年10月10日（火）まで（日曜
日、土曜日及び国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第178
号）に規定する休日を除く。）の毎日午前９時から午後５時ま
で

　　イ　申 請 の 方 法　 　申請書類の提出先の指示により作成した申請書類を提出しな
ければならない。

　　ウ　申請書類の提出先　　郵便番号 060－8520　札幌市中央区北２条西７丁目
　　　　　　　　　　　　　　北海道警察本部総務部会計課
　⑵　審査を行ったときは、審査結果を申請者に通知する。
４　契約条項を示す場所
　　北海道警察本部総務部会計課
５　入札執行の場所及び日時
　⑴　入 札 場 所　 　札幌市中央区北２条西７丁目　北海道警察本部１階入札会場

（送付による場合は、郵便番号 060－8520　札幌市中央区北２
条西７丁目　北海道警察本部総務部会計課）

　⑵　入 札 日 時　 　平成29年10月31日（火）午後１時45分（送付による場合は、
同月30日（月）午後５時までに必着）

　⑶　開 札 場 所　　⑴に同じ。
　⑷　開 札 日 時　　⑵に同じ。
６　入 札 保 証 金
　　平成16年北海道告示第448号の１の⑴による。
７　入札説明書の交付に関する事項
　⑴　交 付 場 所　　４に同じ。
　⑵　交 付 方 法　　⑴の場所で交付する。
　　　　　　　　　　　　　 　なお、北海道警察のホームページ（http://www.police.pref.

hokkaido.lg.jp/）においてダウンロードすることができる。
８　落札者の決定方法及び契約書作成の要否
　　平成16年北海道告示第448号の２の⑵のウ及び３の⑴による。
９　落札者と契約の締結を行わない場合
　 　落札者が暴力団関係事業者等であることにより道が行う公共事業等から除外する措置を
講じることとされた場合は、当該落札者とは契約の締結を行わない。
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10　そ の 他
　 　平成16年北海道告示第448号の４の⑵、⑸、⑺、⑽、⑾及び⒀から⒂までによるほか、
次による。
　　契約に関する事務を担当する組織
　⑴　名 称　　北海道警察本部総務部会計課
　⑵　所 在 地　　郵便番号 060－8520　札幌市中央区北２条西７丁目
　⑶　電 話 番 号　　011－251－0110　内線 2238
11　Summary
　Ａ　 Nature and quantity of the products to be procured : Mobile Terminal for illegal 

parking processing 1 set
　Ｂ　Bid tendering date and time : 1 : 45 P.M., October 31, 2017
　　　(If mailed, bids must arrive no later than 5 : 00 P.M., October 30, 2017)
　Ｃ　 Contact : Finance Division, General Affairs Department, Hokkaido Prefectural Police 

Headquarters, Kita 2-jo Nishi 7-chome, Chuo-ku, Sapporo 060-8520 Japan
　　　Phone : 011-251-0110 Extension 2238


